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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　じ　め　に
　資本主義から社会主義への過渡期における社会主義的改造政策において，小商品生産者，中小企
業家の社会主義的改造の問題について，われわれは従来からエングルスの「フランスおよびドイ
ツにおける農民問題」(1894)における「小農」についての考え方，レーニンの「協同組合につい
て」(1923)の考えに主に依拠してきた．基本的にこの考え方は正しい．しかし，現在，国家独占資
本主義が強固に形成され，巨大独占企業において資本の集積，集中が極度に進み，膨大な数の中小
企業がその下請・系列化させられている条件の下で，これらの考え方を検討し，また諸社会主義国
の経験を学び，これらの考えを内容的により豊富化していくことが必要である．
　第１に，今までの社会主義的改造政策，とくに協同組合政策は，小商品生産者，それも農民を中
心に考察されてきた．レーニンの前述論文もソ連の当時の諸条件のもとで主要な対象は「農民」で
あった．しかし，現在，労農同盟とともに中小零細企業者との政治的・経済的な同盟はますます大
きな意義をもってきているし，この膨大な層の社会主義的改造はきわめて重要で複雑なものとなっ
ている．エングルスは前述の論文において，中農や大農層の改造について「その土地を協同組合経
営に合体することをすすめる以外には何ごともなしえない．この協同組合経営においては，賃労働
の搾取はしだいにとりのぞかれ，大きな国民的生産協同組合の，平等の権利と義務とをもつ部門へ
の漸進的な転化が準備されることになろう」（1）（①-p.498）「強制的な収奪については，われわれは
ここでもまたおそらくこれを度外視していいだろう.」（①-p. 499)とのべているのであるが，われ
われはこの「漸進的な転化」の諸形態，それに対する諸政策の経験を学び，内容を豊富化していく
ことが必要である．その意味ではこの層に対する改造政策を狭義の協同組合化政策に限定せず，マ
ルクス・エングルスの「買い戻し政策」やレーニンの指摘した国家資本主義諸政策を含めた多様な
諸政策体系として考察することが必要である．
　第２に，上述の点とも関連するが，小商品生産者の協同組合化政策を考える場合，現在，分散的
だが広範に存在する農民の組織化とともに，国民の文化・生活諸条件を向上発展させるという点か
ら，都市における零細商工業，サーヴィス業等に対する改造政策が大きな意義をもってきている．
この政策についても，行政的な無力な統制政策のみなどでなく，多様な諸政策の組合わせを考察す
ることが必要であろう．以下これらの事に焦点をあわせながら社会主義的改造政策を考察してい
く．
　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ　私営中小企業の社会主義的改造
　まず，最初の社会主義国であるソ連で，この政策がどのように行われたかを簡単にみてみよう．
ソヴ.,i卜政権はその成立の直後1917年11月14日「労働者統制にかんする規程」を布告して全領域の
企業活動に対する労働者統制を開始し, 1918年春頃まで広範に実施された．労働者統制活動の中で
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も工業の国有化は実施されており，中小企業（一応，労働者200人以下をとってみると）の国有化
の進展状況は次のようである(@-p. 58).
企業規模 企業総数
国有化された企業 国有化の形態　(1918. 8)
1917. 2 1918. 3 1918. 6 1918.、8 ｢国有化｣ 没　　収
｢社会化｣
｢公有化｣
労働者
　　50人以下
　　51～200人
4755
2153
200
41
564
136
1136
444
1852
688
1369
560
71
41
412
　87
　この期の小企業の国有化のテンポは全体の平均よりも高いものとなっている．部門別にみると，
主に食品部門，皮革・毛皮，履物，木材，機械，企属加工等の住民の日常生活と密接に結びついた
部門であった．また，この時期の国有化は主として地方機関（地方ソヴェト）の手によって実施さ
れた（③-pp. 48-49) .　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘　’　　し
　1918年６月28日の人民委員会議布告により，鉱山，冶金，金属加工，繊維，電機，製材，木材加
工，タバコ，ゴム，ガラス，陶器，皮革，セメント等の諸部門が国有化され，この過程で小企業の
国有化もさらに進展した．
　この政策の基底には厳しい国内戦や政治的対決の状況，経済のはなはだしい荒廃があったことは
勿論であるが，それに加えて社会主義への「直接的移行」を想定した「すでに開始されて，大体の
ところ完了したブルジョアジーの収奪,生産手段と流通手段をソヴェト共和国の所有に，すなわち，
すべての勤労者の共同所有にかえることをたゆみなく続け，最後まで遂行すること」（④－p.50）
　(1919年３月ロシア共産党（ボ）第８回大会）という考え方にもとづく意図された政策の側面でも
あった（③-p. 67) .
　国有化の方針は「新経済政策（ネップ）」の採用により大きく転換される．多くの小工業企業が
再び私有化されたり，賃貸によって資本家の管理のもとにうつされた. 1921年７月７日付の人民委
員会議布告により，労働者数20人以下の工業企業を個人が自由に設立してよいこと，それ以上の規
棋の企業の設立については中央国家機関の許可が必要であることが定められた（⑤-p. 43).
　次に, 1921年12月10日付のソヴェト中央執行委員会の布告によって，動力機がある場合には労働
者数は５人以下，動力機がない場合には労働者10人以下の国有化企業がすべて再び私有化された．
　第３に再私有化されなかった多くの中小企業がソヴェト政権により，主として企業の旧所有者に
対して賃貸された．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　しかし1920年代後半から30年代にかけての工業化政策の展開により，工業総生産高にしめる私営
工業の比重は1925/26以降逓減し. 1930年代はじめにはほぼ衰退した．この段階では「工業国有化
の問題があらためて提起されることはなく，一郎の私営工業が協同組合化の道をたどった以外は，
その多くが消滅の道をたどった（③-p. 73).
　歴史的にはじめての諸問題に対する試行錯誤的政策実施，国際的・国内的政治・軍事のきわめて
厳しい諸条件のもとでの改造政策の実施という客観的条件はありながらも，この中小企業に対する
改造政策は大きな問題点をはらんでいたものであると，現時点においてはいいうるだろう．社会主
義への「直接的移行」という思想を基礎にした政策は，結果として「新経済政策」により代替され
ざるをえなかったし，農民層，中小企業家層との対立を激しくし，生産力発展の点でも私営企業の
力能を十分に利用しえたとはいえないのである(2)
　この問題について東ヨーロッパ社会主義国の経験をみると，東ドイツをのぞいて，各国の政治的
状況によって一度に行なわれた所もあれば段階的に行なわれた所もあるが，いずれも私営中小企業
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は国有化されており，その成果の成否はともかく，ソ連と基本的にちがった政策はとられていな
い．他方，この点で独自な，慎重な，そしてわれわれにとっても有益と思われる改造政策を東ドイ
ツが行なっている／次に東ドイツの中小企業の社会主義的改造政策について簡単にみてみよう.
　1945年の反ファシズム民主主義革命は，ドイツファシズムを根絶し，人民民主主義革命を完遂す
るため，独占資本（戦争犯罪人）所有企業の差抑え，没収＝人民所有企業の創出(1948年までに総
計9281経営の没収，当時の東ドイツ経営総数の８％，工業生産高の39％（⑥-p. 242) )を行なった
が，他方，政治的に重要な意義をもった中小ブルジョアジーや勤労諸階層と労働者階級との同盟関
係が作り出されていった．この条件のもとで存続した中小資本主義企業の部門はその大部分が消費
財工業部門であった．主な部門は木材製品，既製服，皮革，靴，食料品部門であった. 1950年にお
ける１企業当り平均従業員数は31人の中小企業であった（⑦-p. 359).工業総生産高にしめる私営
企業の比率は1947年の段階で43.7?^, 1949年の段階では人民所有経営，ソヴェト株式会社における
生産高の増加の影響があり，31.5％となるがかなり高い比率をしめていた．中小企業経営者は政治
的にきわめて動揺的であったが，戦争に加担・協力した資本家でない限り，直接的統制や追放の措
置はとられなかった．これらの私営企業は人民所有経営と基本的に同等の扱いをうけた．この時期
以降の中小企業に対する社会主義国家の政策はいくつかの段階に分けうる.
　1949年10月のドイツ民主共和国の成立により人民民主主義革命は社会主義革命の段階へと発展す
る. 1951年－55年には第１次５ヵ年計画が実施されるか，この時期を第１段階とすることができ
る. 1953年３月の「ベルリン暴動」以降, 1951年－52年の統制政策が緩和されるなど若干の手直し
はあるが，この期の基本的政策は次のようである．
　第１に，私営企業は「国民経済の計画化には間接的にのみ関係し，生産に関する課題は直接的に
は与えられず，国家的経済機関や人民所有経営と契約をとり結ぶことによって，国民経済的課題の
達成に参加する」（⑥-p. 247).
　第２に，資本主義企業と国民経済計画との関連が明確にされてくる･と，労働者の共同決定権は，
賃率規定や価格計算や原料使用などの契約にもとづく監督に限定され，国家経済機関との生産につ
いての契約は企業家の問題であるとされた．
　初期の統制形態について考察すると，第１が「契約制度」(Vertragssystem)である．「国家機関
または人民所有経営と資本主義企業との間に，国家機関の承認をうけた契約が結ばれ，これに基づ
いて資材の供給が行なわれ，それと同時に製品の数量，品質，種類，支払期日などの諸条件につい
て協定が結ばれる．　　　　　　　　　　　　　，
　基本的な形態としては①国家の契約代行機関（多くの場合の地域の商工会議所）と契約を結ぶ
場合，②直接に人民所有経営と契約を結ぶ場合かあり，②の場合には人民所有経営の下請企業
としての役割をはたす．この形態では，私営企業の生産方法，生産能力の拡張，効率的利用等の諸
問題は，国家の規制外にある．
　第２が租税政策(Steuerpolitik)であり，国家財政の資金源確保，私営企業の資本蓄積の規制，
利潤の制限，統制困難な資本会社（株式会社，有限会社）から人的会社（合名会社，合資会社）へ
の転換・促進などの目的で実施される．　　　　　　　　ヽ
　租税形態として,･営業税，売上税，所得税または法人税，財産税，消費税の５つの形態がある
が，中心は所得税または法人税である．この政策により私営企業における資本蓄積の制限が可能と
なる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　第３が価格政策(Preispolitik)である．私営企業で生産された製品価格の決定にさいして，それ
ぞれの工業専門省の承認が必要とされた．その際，一定の利潤率が認められ，製品生産に支出され
た社会的必要労働が償われる．私営企業の原価引き下げ，生産過程の合理化に刺激を与えることが
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可能になる．
　第４が信用政策である(Kreditpolitik). 1950年４月に決定された取引の規制に関する法律が基礎
となり，私営企業は国家的信用機関に口座をもうけることが義務づけられた．すべての現金収入を
この口座に振込むこと，支払いは振替または手形交換によって行なうことが決められた.10人以上
の従業員をもつ私営企業は，通常ドイツ中央銀行に口座をもうける．私営企業に対する銀行信用に
ついては，長期信用はドイツ投資銀行が，短期信用はドイツ中央銀行または商工銀行がその任務に
当る．これにより，国家は貨幣流通の状態を知りうるし，信用を通じて私営企業の生産に対して，
一定の影響を与えうる．
　第５に賃金（Ｌｏｈｎ）については，国家は租税面から賃金コストを承認するという間接的方法をと
っている．「労働組合との賃率協定に基づいて発生した賃金コストは，利潤課税の対象額の計算・
確定において，当該国家機関において調査・検討され，賃金コストとしての確認をうけることにな
る（⑥-p. 252).
　1953年３月の「ベルリン暴動」以降，私営企業と社会主義政権の対立の激化をとりのぞく決議が
同年６月閣僚会議で採択され，統制緩和の諸措置が実施された．①組織的な点では，州の商工会
議所が廃止され，新しく設置された中央商工会議所の下に私営企業が統括され，社会主義国家の指
導・管理の面が改善された．②契約制度については，統制を大幅に緩和し，とくに消費財生産を
拡大させようとした．③価格政策については，価格形成上の優遇措置が実施され，製品価格の認
可方法が簡素化され，価格に対する国家の監督機関も大幅に廃止された．④租税政策について
は，税率の引下げ，私営企業の固定資本の拡張を促すため課税利潤の25％を新投資や大修理に回す
ことを認め課税対象からはずした．⑤信用政策についても緩和措置がとられた．
　このような一連の緩和措置は目的達成の上で一定の成果をあげたが，他而，当然のことながら資
本主義生産に固有の無計画性・無政府性が拡大し，利潤中心の生産活動，企業間格差の拡大等の矛
盾が現出してきた，
　1950年代後半(1956-1960年）はこれらの諸矛盾を解決するために私営企業に対する統制が再び
強化され，また社会主義的に改造していく政策が打ちだされた段階であうた．この時期は第２次５
ヵ年計画(1956-1960年）が開始され，「社会主義的生産関ｲ系の勝利」の為の活動が日程にのばっ
た．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’‘
　この時期の私営企業に対する統制政策の強化は，企業の無政府的生産を規制することを主内容と
していた．①契約制度の義務化により，生産高をはじめとする国家的目標との関連は明確とな
り，私営企業に対する統制・監督は強化された，②ｍ要な消費財の流通を規制する措置により地
方国家機関の権限か拡張され，市場に対する統制が強化され，私営企業の製品は主として社会主義
的卸売業を通して販売される，③私営企業の利潤の25％を新投資や大修理にあてることを認め，
この部分を課税対象からはずすという特典は廃止された．④その他，信用供与に対する規制，価
格政策の是正などが実施され, 1953年に実施された私営企業に対する諸特典のほとんどか廃止さ
れ，国家ど私営企業との結合がより直接的になった．しかし，この統制政策は主として流通面にお
ける規制が中心であり，「生産過程に対する国家の影響力は，私営企業における労働者の経営参加
・共同決定権の迎用などを通じて行使されたが，実際には限定されたものであった（⑦-p. 363).
　このような状況の中で，社会主義建設の進展と私営企業の生産関係との矛盾が大きくなり，社会
主義統一党第３回大会(1956年３月）において，国家的参加により，私営企業の生産力に新しい発
展を与えることが決定された.
　1956年３月から国家的参加をもつ経営，すなわち「半国家的経営」(Halbstaatliche Betrieb)が
形成されはじめる．私営企業への国家資金の導入は，企業からの自由意志にもとづく申し出に基づ
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いて，企業の設備の拡張・修理，施設の改良などにドイツ投資銀行が出資するという形式をとる.
　1956年中には１ヵ月平均60件の申し出があり，審査の結果315経営が国家参加に関する契約を結
んだ．下表は1957年３月までに結ぱれた契約数と国家資金の参加比率を工業部門別にみたものであ
る．　私営企業の一部が名実ともに公私合営企業＝半国家的経営に移行しはじめている（⑧-p. 59,
⑥-p. 278より再引用）．
国家参加についての契約数および国家の参加率(1957年３月）
工　　業　，部　　　門 契約件数 国　家　の参　加　額 参加比率
原　料　工　業
　うち建築資材ｺこ業
企屑加工業
　うち重機械製作
　　　一般機械製作
　　　金屑製品工業
　　　電　機　工　業
　　　精密機械・光学工業
軽工業および食料品工業
　うち木材加工および文化製品工業
　　　繊　維　工　業
　　　衣服および縫物工業
　　　皮革･靴･綿毛製品，タバコ製品工業
　　　食料品・嗜好品工業
建　　設　　業
　そ　　の　　他
39
28
98
18
23
14
17
11
144
35
45
13
18
26
29
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(100万マルク)
　4,862.2
　3,623.0
　14,053.8
　3,319.5
　3,326.0
　1.768.5
　1, 829. 0
　1,522.8
　24,068.6
　3,448.5
　13,210.6
　1,390.8
　1,175.0
　4,370.7
　3,110.0
　　435.0
　(％)
52.9
57.3
49.1
48.7
50.5
46.8
51.4
60.6
39.1
46.7
36.6
43.0
37.4
44.0
58.9
71.9
工　　　業　　仝　　体 315 46,529.6 44.2
　半国家的経営数は, 1958年= 1541, 1959年= 353も1960年= 4455, 1961年= 5042, 1962年= 5227
と着実に増加し, 1959年以後は工業労働者・従業員総数および全工業生産高に対する半国家的経営
の割合が，企業のそれを上回り，優位にたった（⑥－p.278）.その原因は，基本的には社会主義建
設の進展とともに人民所有経営の生産の急速な増大が私営企業に大きな影響を与え，また，科学技
術の進歩が私的な単独経営では解決しえない諸問題をひきおこしたものと考えられるｙ
　半国家的経営の特徴は，①合資会社形態が採用されたことである．従来の企業家は無限責任社
員となり会社の業務を執行し会社を代表する権限をもつ．出資者である国家は有限責任社員として
出資を限度とした責任しか負わず業務執行には参加しない．利益は出資額に応じて分配される．企
業家の所有者意識に一定の配慮をはらいつつ徐々に社会主義的改造をはかろうとする方法がとられ
ている．②この半国家的経営は1959年３月の「半国家的経営の形成に関する条例」で規定されて
いるように，資本主義のもとでの「合資会社」とはその内容・本質においていくつかの点でちがっ
ている．生産手段の所有は国家と企業者の共同所有となり，その経営は地方国家機関の直接的指導
下にはいり，その計画の中に組こまれた．国家社員の出資目的は半国家的経営が社会主義的経営管
理方式をとり入れ，社会主義的に徐々に発展するよう積極的に援助することである．
　また，半国家的経営における労働生産性引上げに労働者自身が関心をもつようになり，「労働組
合の経営参加権を保証・拡大するために経営の労働組合指導部は無限責任社員と経営協定を結ぶこ
と･が法的に決められた」（⑦-p. 365).
　　「国家的参加の受入れは，そのことによって，企業家の個人的利益と国家の国民経済的利益とを
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結びつけた．それは企業家と社会主義国家との関係を強固にする道であり，また高度に発達した工
業国で，中小ブルジョアジーをその生産手段を没収することなく，社会主義的改造に引入れる道で
,あった」（⑦-p. 365).
　1959年以降，国家社員の範鴫の中に人民所有経営，人民所有経営連合体，ドイツ国有鉄道が含め
られ, 1961年末までに，半分の半国家的経営で人民所有経営が国家社員の任務を引受け，人民所有
経営と半国家的経営の諸関係が強化された．
　第３段階は1960年代，とくに1964年－70年の新７ヵ年計画期であり，「新経済制度」が全面的に
実施された時期であった．この制度の実施によって従来の国家機関による行政的な計画化と管理は
変更され，人民所有経営の自主性が大きく拡大され，個人的・集団的・物質的関心の原則の利用を
中心とする計画・管理体制が展開された．その中で，人民所有経営連合体の役割がいちじるしく高
められ，各工業部門における中心的経済指導機関としての責任・権限が与えられ工業部門別管理が
徹底された．この中で，「同一工業部門の下で，さらに同一製品グループごとに，人民所有経営
や半国家的経営，私営企業や手工業生産協同組合などの諸経営をひとつにまとめ，人民所有経営
連合体がその指導責任をもち，グループの中で指導工場（大抵は人民所有経営）を指定し，指導
工場とこれらの諸経営との協力関係を多面的に発展させる」（⑦-p. 368).「製品別グループ労働
　(Erzeugnisgruppenarbeit)」が組織された．この時期は，私営企業の改造よりも半国家的経営・私
営企業を「製品グループ労働」に組織し，生産の専門化と集積・協業の展開，相互諸関係の強化，
新技術の導入等により社会主義的共同労働を発展させるための条件をつくりだすことに政策の重点
があった．
　つづいて，半国家的経営および私営企業相互の合同が促進された. 1960年の10931経営から1970
年の8816経営への半国家的経営数と私営経営数の総数の減少の多くは，合同の結果であるといいう
る（⑦-p. 369).これらの諸政策の結果，諸経営を国民経済計画の中にさらに確実に引入れること
が可能となった．
　第４段階は1972年春以降である．この時期. 1971年６月の第８回社会主義統一党大会において，
　「国民の消費生活を抜本的に改善するため，消費財工業部門における生産の増大と品質の向上をめ
ざす新しい課題」が主要課題の一つとして提起された．いままでの私営企業に対する社会主義政権
の改造政策は，企業者の所有者意識に配慮し，慎重に漸次的に行なわれてきたのであったが，これ
らの協力は基本的に自由意志の原則にもとづくものであり，「これらの諸経営の支配人の決定は，
製品別グループや工業部門，あるいはその地域の範囲内で，国民経済的に最高の効果を達成する上
で，必然的かつ可能であったような経営の発展をつねに保証するというものではなかった」（⑦-p.
384).他方，大経営と中小経営の間には38％以上の大きな労働生産性格差が生れ，とくに人民所有
経営以外の所有形態をもつ中小諸経営の労働生産性の問題が大きな問題となった．これらの問題に
対する解決として「経済学辞典（社会主義）」(1973年版）においてはつぎのようにのべられてい
る.「1971年末にドイツ民主共和国においては5658社の半国家的経営が活動していた．これらの経
営は工業総生産の約９％を生産した‥‥‥‥社会主義的生産関係がさらに発展し，強化されてのち，
1972年春に，これらの経営の所有者が，その持分を国家に売却することを提案したり，また売却し
たりするような諸条件が成熟した」. 1972年春，半国家的経営および私営企業のほとんどすべてが
人民所有経営に転換された．この転換の成果，全体的総括は今後の課題である．
　以上の東ドイツにおける中小工業企業の社会主義的改造政策は，資本主義が高度に発達した国に
おける，.企業者の所有者意識，生産を発達させる創意性に対して慎重な配慮を払い，漸次的で多様
な形態を実施しているという点で特徴をもつ．しかし，社会主義改造政策の全体としての体系性，
1972年の人民所有経営化の全体的な条件の成熟性など，考察すべき問題点を残している．
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　次に，半植民地国，半封建的性格を強く持った中国における，東ド･イツに類似した「国家資本主
義」を媒介しての社会主義的改造政策についての経験について，簡単にみてみよう．
　中国における社会主義的改造政策は，東ドイツにおけるそれよりもより体系的で統一的に改造さ
れているように思える．
　ここで該当する企業は民族資本家所有の私的企業であった．この時期の中国民族資本は経済的に
弱体であり，またほとんどが軽工業であった. 1949年には，民族資本は資本主義的工業生産総額の
うち，消費物資については81.5％をしめていたが，生産手段については18.5％，そのうち機械製造
工業は＼A%をしめるにすぎず，そのほとんどを外国からの輸入に依存していた（⑨-p. 156).ま
た，小型企業がそのほとんどをしめ, 1953年の統計においては全国で従業員50人以上の工場が私営
工場総数の3.8％をしめ, 500人以上の工場は0.1％，10人以下の工場が69.7％をしめたi大部分の
工場は設備か貧弱で労働生産性も低かった（⑩-p. 176).さらに商業資本と金融資本のしめる比重
が非常に大きく，投機的性格を強くもっていた．
　民族資本主義は二重の性格をもつ．その肯定的な性格としては，①社会主義的国営経済の生産
の不足をおぎない，人民の生活に必要な一部の消費物資と生産手段を供給することは国民経済の回
復と発展にとって有利である．②多くの技術者と熟練労働者を養成することができる，③租税
政策と価格政策を通じて国家の蓄積に役立つ，④就業問題を解決する上で益する．他方，その否
定的な点としては，①剰余価値の取得，②競争と生産の無政府状態の存在，③営利―点ばり
の傾向と違法な投機活動，が指摘されている（⑩-pp. 179-181).
　民族資本家の二重性，政治的動揺性に対し中国共産党は「団結しながら闘争し，闘争を通じて団
結をはかる」という考え方のもとで，民族資本主義的工商業に対して「利用・制限・改造」の政策
をとった.
　　「利用」とは，「中国の歴史的条件のもとて，民主主義革命に勝利してのちのある期間，ヽ資本主
義経済の存在をゆるすとともに，そのうち国家の経済と人民の生活にとって有利なすべての部分を
発展させること」（⑩－p.187）である．政府は「公私兼顧，労資両利」の政策を実施し，資本主義
経済の発展をはかり, 1949年から52年までに資本主義的工業の生産総額は約54％増大し，また，私
営商業の小売額は約20％増大した(3)
　　「制限」’というのは「国家・経済と人民の生活にとって不利なその消極的役割を制限すること」
であり，政府は労働保護政策，価格政策，課税政策，企業の利益配当の管理などを通じて，資本主
義的搾取を一定の範囲内に制限した．原料や商品の供給源と市場を統制し，資本主義的工商業の開
業，体業とその活動範囲を管理し，資本家の違法行為を取締った（⑩-p .187).
　　「改造」というのは「生産手段の資本主義的私有制を，段どりをおって社会主義の全人民的所有
利にあらため，資本主義経済を社会主義的国営経済にかえてゆくこと」である．「利用・制限・改
造」政策は有機的なまとまりをもつものであり，段階的に実施していくものではなく，中華人民共
和国の成立のその日から利用・制限・改造の統一した政策がとられてきたとされている．
　社会主義的改造政策は国家資本主義形態を通じて実現された．すなわち，資本家所有の生産手段
にたいして徐々に買戻しを進める政策であ･つた．この改造政策を実施しえた基本的根拠として，①
強固なプロレタリア権力の存在，②社会主義国営経済の国民経済全体のなかでの絶対的に優位な
位置，③広範な勤労農民とプロレタリアートの同盟，④経験に基礎づけられた共産党の正しい
政策，が指摘されている（⑩－pp.192－194）.
　中国の国家資本主義経済は，社会主義との結合の程度や社会主義的要素の多少により，初級形態
と高級形態の二つに分けられる．初級形態の国家資本主義的企業は私的経営が社会主義的国営経済
と契約による諸関係をむすぶ形態である．主なものとしては，加工（「国営商業が私営工場に原料
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や騨品を供給し，定められた規格，質，量にもとづいて定められた期限内に加工をおこなうよう委
託するとともに，その製品を国営企業におさめさせ，国営企業が規定にしたがって加工賃を支払
う」），発注（「国営商業が私営工場に製品を注文し，私営工場は定められた規格，質，ｍにもとづ
いて期限どおりに製品をおさめ，製品の代価をうけとる」），統一買付（「国家が社会の需要にもと
づいて，国家の経済と人民の生活に大きな関係をもつ製品を，国家の指定する国営商業部門を通じ
て，適正価格で長期間にわたり統―的に買付ける」），一手販売（「国営企業と私営工場が契約を結
んで，私営工場がその生産するある種の製品を，定められた規格，質，合理的価格にもとづいて，
一定の期限内にぜんぶ国営企業に売りわたす」），商業の面では取次販売（「国家商業がじぶんの商
品を私営の小売商店に委託して販売させる」），代理販売（国家商業が自分の商品を定められた価格
で私営小売商店に委託し販売させ，一定額の手数料を支払う）かある（⑩- pp. 198-200).
　加工，発注による製品の生産額は1949年には資本主義的工業生産総額の＼1%, 1950年＝29％，
1951年= 43^, 1952年＝56％をしめた. 1952年の「5反運動」後,過渡期の総路線にもとづいて1953
年下半期から国家は計画的に加工，発注の範囲をひろげ, 1953年= (il%, 1954年＝79％，1955年＝
82％となった（⑩-p. 201).
　資本主義的工業生産総額における買付けのしめる比率は, 1952年= 1A96, 53年＝5.7％，54年＝
3.7％，55年＝4.6％であった（⑩-p. 204).綿紡績工業と織布，捺梁工業の主製品，セメント，タ
イヤなどについては統一買付，一手販売が実施され，日用品のうち主な製品は一手販売された．
　国家資本主義的商業と協同化商業の小売額は，私営商業，国家資本主義的商業，協同化商業の小
売総額の, 1953年= ＼%, 54年= 1196, 55年=･45％をしめた（⑩-p. 204).
　国家資本主義の初級形態は「両端（主として原料と市場）をつかみ，中間をひっぱってゆく」方
法の一種であり，この目的遂行のために国家権力による管理と労働者大衆による監督が必要とされ
ている．
　国家資本主義的企業における搾取の制限は主として，①国営企業の賃金水準と労働条件が一定
の影響を与える，②加工賃と発注価格による制限，③利潤の分配の方法，④卸売小売価格，
手数料の高低による制限，によって行なわれた．
　初級形態においてまだ克服できない矛盾として，①生産の社会性と生産手段の資本主義的私有
制との矛盾がひきつづき存在していること，企業の生産状況の改善と生産規模の拡大についての資
本家の関心が低下した．③労資双方か相変らず直接に対立する地位におかれていること，③資
本主義的生産の盲目的性質および無政府状態と，社会主義経済の計画的なつりあいのとれた発展の
要求とのあいだの矛盾がある．
　その解決へ前進した形態として高級形態がある．国家資本主義経済の高級形態は，「公私共営形
態」である．「公私共営」は①個別的企業のそれと，③全業種にわたるそれという二段階に分
れる.
　①は国家が投資し，国家が幹部を派遣して資本家と共同で経営する企業である．この形態は中
華人民共和国の成立直後にすでにあらわれていたが, 1949年には公私共営工場が193,従業員約10
万人，年生産額は２億2000元, 1953年には工場が1000以上，従業員27万以上，生産額は20億元へと
増大した．また，私営銀行は，少数の華僑銀行をのぞいてすべて合併し公私共営となった（⑩-p.
219). 1954年から公私共営の計画的拡大がはじまり，54年末には工場数は約1700,従業員数は約53
万人，生産額は50億元，私営工場と公私共営工場の全生産額の33％をしめた（⑩-p. 219). 1955年
末には共営工場数は約3000,従業員は78万人，生産額は公私共営工場と私営工場の生産額全体の
49.7^をしめた．この時期には共営企業は「大きな工場から一歩一歩と小さな工場へひろめ，大き
な業種から一歩一歩と小さな業種へひろめたこと，小数の大都市からー歩一歩と全国の中小都市へ
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ひろめたこと）（⑩-p. 219)が特徴であり，同時に集団的な共営申請，多くの地区での全業種の公
私共営の出現があった．このような公私共営企業はかなりの程度まで国家の計画にしたかい，社会
全体の需要に応じるようになっている．労働者階級の地位にも重要な変化が生じ，労働者はすでに
企業の経営，管理に参加し，政府側代表といっしょに企業の指導的力となったとされている．
　国家が共営企業に対しておこなった投資と拡張によって労働生産性は向上した. 1950年と比較す
ると1955年には労働生産性は214％高くなっており，他方，私営工場のそれは58％の増加にとどま
った（⑩-p. 224).
　しかし，公私共営においても，搾取の存在，経営・管理についての国家と資本家の間の矛盾・対
立，公私共営企業と私営企業の間の矛盾が存在しており全業種にわたる公私共営というより高い段
階への移行が必要とされた.
　1955年の全国的な農業協同化の高揚に続いて1956年には全国的な全業種にわたる公私共営の高揚
がおこった.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1956年の末，公私共営工業企業はこの年はじめの資本主義的工業総数と従業員数の99％をしめ，
生産総額の99.6％をしめた. 48000以上の単独経営手工業もこの中に組みいれ･られていた．この１
年間に従業員120万人の計11万2000の私営工業が公私共営工業となった．私営商業もこの１年間に
40万戸が公私共営に, 144万戸が協同化をすすめた（⑩-p. 228).
　この社会主義的改造の高揚の原因として,①資本主義経済の矛盾，立ちおくれの顕現化,②1955
年の農村の社会主義的改造の勝利，③労働者大衆の階級的自覚，組織力の増大，が指摘されてい
る．・
　以上の経過により全業種にわたる公私共営が成立し，資本家所有の生産手段は国家により使用さ
れ，統―的に配置されるようになった．政府は資本家に対して，「株金の確定」（私企業の資産と負
債に対して清算，評価を行ない個人の持株額を決定すること），「利息の確定」（国家が個人の持株
額に応じて株主に一定の利率，ふつう年利５分を支払うこと，定額利息総金額は約１億2000万元，
株主は約114万人である），「人事の処理」（在職中の私営企業側人員を全部受入れ，適切に配置する
こと）を実施した．旧資本家の位置は変わり，基本的に生産手段を国家にひきわたし，定額利息を
受けとる，国家から任命された企業の一勤務員という資格で働くのである．労働者も雇用労働者の
地位からぬけ出す．この段階で公私共営企業は基本的には社会主義的性格の企業となっているL国
家は工業企業の合併，再編成を実施し，国家全体の需要をもとに各企業の設備，資金，技術，労働
力を統一的に調整した.
　1958年には経済再編成は企業，業種の限界をこえ，国営，公私共営，協同組合経営の枠をやぶっ
て統一的に計画調整された．公私共営企業は国営企業に合併された．
　以上が中国における民族資本の社会主義的改造の経験である．これらの政策は先述したように，
きわめて系統的で体系的な政策であるということができる．　　　　，
　また既述の東ドイツの経験と比較すると，移行の形態，経過そのものは類似しているが，中国に
おいてはプロレタリア国家権力の影響力が強固で，社会主義政権成立の初期から社会主義的改造政
策が漸次的に実施されている点が特徴的である．
　さらに，中国における社会主義的改造の特徴の一つとして，本稿ではふれられなかったが中小の
民族資本家に対する政治的，思想的教育と説得がきわめて重視されており，実際に大きな力として
作用している点があげられる．
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　　　　　　　　　　　　　　　　II　手工業生産者の協同組合化
　　「はじめに」でのべたように，ソ連・中国等における農業と結びついた膨大な手工業・家内工業
の問題ではなく，主に，都市における広範な手工業の協同組合化の過程とその現代的意義について
のべる．この協同組合化の過程は多くの社会主義国で共通しているが，例として東ドイツをとる.
　1945年-1949年にブルジョア民主主義革命の完了した東ドイツは社会主義革命へと発展した．手
工業は生産内容において種々の手工業的工業生産の他に，修理・保全・サーヴィス給付などの日常
的業務をとおして国民生活と直結しており，また，都市中間層の最大部分を構成していた．転化の
過程において手工業は保護・育成された. 1945年から1950年はじめまでに，手工業経営数は25％の
増加を示し，社会的総生産物に･しめる割合は8. 3 96,工業生産物にしめる割合は13％に増加した.
1950年８月「手工業奨励法」が制定され，手工業の国民経済計画への協力が明文化され，手工業協
同組合＝購買供給協同組合に対する奨励の施策がだされた．税の軽減，安いサービスの国家による
提供，優先的信用供与により経営の発展が促がされた．これによる家内工業者や手土業者の利益
は, 1950年の44億マルクから1958年の87億マルクヘと増大した．家内工業者や手工業者は同等の収
入を得ている他の種類の勤労者よりかなり低い所得税を支払えばよかった．たとえば，電気技術産
業関係の手工業者は６万マルクの所得に対し3600マルクすなわち６％の税を支払ったが，６万マル
クの所得を得る電気技師は12000マルクすなわち20％の税を支払っか（⑨-p.127）.これらの方策
によって, 1950-1958年の手工業生産フォントは次の表のように約２倍に増加した（⑥－p.･128).
年
生産フォンド
　（10億マルク） 増大率(％)
１手工業企業当りの生産フォンド
　　　　　　　　　　　　　（マルク）
1950
1954
1957
1958
4.4
6.8
8.1
8.1
100
154
184
198
14651
27063
35170
39000
　生産額についていうと, 1950年が442400万マルク, 1958年が873800万マルクで197.5％の増大を
示した. 1957年には231831の企業, 805396人の従業者が存在した．手工業企業の分野別分布をみる
と以下の表のようであった．機械製造業，木材加工業，裁縫業，建設業，奢多品，サーヴィス部門
採
化
建設資?????????????????? 　材生
　製
　術工
械・光
　加
革・履
ラス・陶
　　侈
－　ヴ　ィ
????????????????
　0
　0.7
　0.9
14.1
　3.3
　2.6
12.8
　0.6
12.8
　9.8
　0.6
　1.4
　0.5
15.1
13.8
10.0
　0
　1.0
　1.1
13.8
　5.0
　2.5
11.5
　2.6
　7.5
　6.3
　0.7
　1.5
　0.6
15.3
19.5
11. t
????
?
??
??
?
?? ??〜???????? ????
10.6
　2.9
　2.9
　4.8
　0.5
　1.1
　0.6
27.8
20.1
　5.5
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などが大きな比率をしめている（⑥ニp. 125).
　以上の保護・育成方策は小企業の収益性の上昇をもたらしたが，同時に小企業が資本主義的企業
へ転化する危険性をもつくりだした. 1953年から1957年までに５人以上の労働者,をもつ企業の比重‘
は６％から8.9％へ増大し，総生産におけるその比重は26.5^から35.1％へと増大した．労働者
が３人までの企業に関する同様の数字は，81.6％から77.6％，49％から41％へとそれぞれ減少し
た（⑥－p.128）.この点から私的手工業の資本主義的発展を制限する必要性が生じた. 1958年３月
12日の，手工業者に対する累進課税についての法律制定はその１方策であった．
　原始的な技術に基礎をおいた小，分散的手工業個人経営は(1957年に全手工業の47.3％をしめる
が）拡大する再生産を保証できず, 1954年から1958年までに家内工業・個人経営者の労働生産性の
増大は14％から３％へと徐々に低下した（③-p. 129).
　このような条件の中で社会主義的手工業協同組合の設立は1952年から開始された．第１次５ヵ年
計画(1951-1955年）の遂行過程にﾆおいて，民主化の最も進んでいた購買供給協同組合の中で，生
産課題を協同で解決しようとする経営があらわれ, 1952年春，最初の手工業生産協同組合が生れ
た．手工業の親方と職人が同権の原則にもとづいて手工業生産協同組合を結成するという質的に高
い内容をもった協同組合が組織されはじめた．
　生産協同組合における1953年から1958年の労働生産性の増大は32％，シュベリン地区の協同組合
メンバー１人当りの労働生産性上昇は52％にも達した．近代的機械・技術の装備，設備や部屋の協
同利用，原料・資材の合理的利用，分業の利用，熟練親方の正しい利用，などが労働生産性の増大
を促進した．生産協同組合の作業の確立にとって以前の親方と職人間の正しい相互関係の確立が大
きな意義をもった.　　　　　　　　　　z
　1953年から1959年までの手工業生産協同組合の発展の様子は次の様である(R-p. 130).
　　1953 ’
　　1954
　　1955
　　1956
　　1957
　　1958
第１・４半期
第’2・4半期
第３・４半期
第４・４半期
　　1959
第１・４半期
第２・４半期
第３・４半期
?????
??
??
??
???????
　394
1081
2060
2584
2748
2898
3030
1130
1449
2290
6209
8125
-
　－
　－
68000
81650
　－
　－
0.1
0.2
0.3
0.8
1.4
　1.7
　3.6
　7.8
12.9
20.1
21.0
　表からわかるように組織化のテンポは緩慢である. 1955年８月「手工業生産協同組合に関する条
令」が閣僚会議で決定され，その付則として「模範定款」が制定された．この模範定款において
は，他の協同組合と等しい民主主義的管理諸原則とともに，組織形態上の問題として，生産手段所
有形態の差異にもとづいて２つの段階がもうけられた．第１段階では，手工業者の私有する作業場
および機械などを賃貸借契約にもとづいて組合が共同で利用する，第･2段階では，組合への加入に
さいして，組合員となるものは自己の所有する生産手段を組合に譲渡しなければならず，その代価
は通常,10年以内に支払われることになった．この･ように手工業生産協同組合の組織化が他の半国家
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的経営形態，農業生産協同組合よりも緩慢であった理由としては，①国民経済のあらゆる部門に
わたっており，生産のやり方もいろいろとちがっており，結合するのも諸困難があったこと，③国
家的参加の受入れ，委託契約の締結よりも，より根本的な変革であり，高い自覚が必要とされた，
③購買供給協同組合は協同組合思想を十分必要としなかったし，この点の教育も不十分であった
点にあるとされている．
　社会主義統一党は，手工業における協同組合の発展にあたって，社会全体の要求から出発して，
大量需要･物資の生産および修理，サーヴィス給付などにおいて，住民の生活条件の急速な改善に必
要な手工業諸部門，とくに建築手工業諸部門の発展に重点をおいた．また，村々に定住している･鍛
冶屋，車大工，パン焼業，精肉業のような手工業者が協同組合を設立することは困難なので，農業
生産協同組合に加入する方針がとられた. 1960年末までに3761人の手工業者と4930入の職人等が農
業生産協同組合に加入した（⑦-p.379）.さらに，組織強化の為に, 1958年３月「手工業奨励法の
補充のための法律」が制定され，これにより旧賃金労働者の協同組合に対する影響力は強化され
た.
　1960年代に入り，協同組合数は1960年= 3878, 1970年= 4458へ，組合員数は150779人から245378
人へ，全手工業の給付高においてしめる割合は25. ')96からほぽ50％へと増大した．組織形態も第１
段階から第２段階へ質的な転換か進んでいる．また，手工業生産協同組合および個別的手工業者が
　「製品的グループ労働」に組織され，人民所有経営連合体の指導・管理のもとで，国民経済計画の
中に以前にもまして強く引入れられるようになる．さらに「製品別グループ労働」の中で，同じ課
題をもつ複数の手工業生産協同組合が，ひとつに結合し，給付を集中し，労働生産性を引上げ，社
会主義的生産関係を発展させるために「労働共同体」(Arbeits^emeinschaft)が組織された.
　1971年６月の社会主義統一党第８回大会においては，「国民の物質的文化的生活水準の大幅な引
上げ」が中心課題にすえられ，新５ヵ年計画が提起された．国民の消費生活を抜本的に改善するた
め,‘消費材工業部門における生産の増大と品質の向上をめざす新しい課題が提起された，大経営と
の大きな労働生産性格差，国民経済計画と十分調和しているといいがたい手工業協同組合，私営企
業はこの方針のもとで，人民所有経営化へと大きく転換していった．新しい人民所有経営は，この
時期の軽工業の総生産のうち柘をしめた．手工業協同組合は, 1970年の4458から1972年の2779に減
少し，全手工業の給付高にしめる割合も49.9％から24.296に減少した（⑦-pp. 385-6).この人民
所有経営化により，製品別グループ，工業部門レベルだけでなく，地域レベルでの協業の一層の発
展が可能になるとされている．
　次に，現在，手工業生産協同組合が社会主義国においてはたしている役割等について，チェコス
ロバキアの例でみてみよう. 1945年の人民民主主義のもとで，多数の小規模生産者が，工場・機械
の一部分だけが集団的に所有されている種々の購買・供給協同組合に連合された. 1940年代末から
小規杖生産の大規模生産への移行，購買・供給協同組合から生産協同組合への転化が行なわれた,.
　1963年には8000以上の生産単位をもつ435の生産協同組合（.チェコ地域に329,スロバキア地域に
106)が存在し，13万人のメンバーが働いていた．そのうち16000名（12％）は労働能力低下者（身
体障害，その他のハンデキャップをもった労働者），婦人労働者の割合は50％以上, 12000名は内職
労働者（とくに民芸品生産）であった(R-p. 166,邦訳はp. 118).
　部門別にみた生産協同組合の数は次のようである．金属加工業，木工業，既製服製造，皮靴，毛
皮製品などの部門か大きな比率をしめている(R-p. 166,邦訳はp. 118).
　生産協同組合の主要任務は，住民のための修理・維持，個人サービス等のサービス提供，良質の
消費財や民芸品の生産（多くは輸出されている）である．また，生産的側面からは有用な地方的資
源の利用，国有大規模生産において十分に使用しえない原料・廃物等の利用において大きな役割を
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-
専門化の部門
金属加工業
木工業
既製服製造
織物業
皮革製品及び毛皮
建築材料
その他の工業活動
建築・設計
非工業的活動
生産協同組合の数
?????
31
41
37
67
果している．
　他の社会主義諸国と同様に，チェコスロバキアにおいても生産協同組合は労働能力低下者，病弱
者，部分的労働不能者に対し雇用の機会を提供している．これらの人々の大部分は特別の身体障害，
者の協同組合において，一部の人々は普通の協同組合において働いている．
　さらに，生産協同組合はまだ工業が十分に発展していない地域において仕事を提供し，地域の物
質的・文化的発展に寄与している．
　生産協同組合が提供するサービスは非常に多様であり，たとえば，金属加工業のサービスは，自．
勁車のあらゆる種類の修繕と維持の仕事，多数のカー・サービス・ステーションの建設(1960年か
ら1962年の間に，39のカー・サービス・ステーションの建設），テレビ・ラジオその他の電気器具
の修理，身体障害者用のミニ・カーと付属品，家庭用品，農業機器などの製作をおこなっている．
　木工業協同組合は家具の修繕・維持の仕事だけでなく注文家具の現代的改造，家屋部品の生産と
修理，玩具の製作等を行なっている．
　衣服関係の協同組合は，紳士服，婦人服の縫製，修繕，仕立直し，クリーニング等のサービスと
ともに消費者の個別注文に応じて高品質の外出着，下着等の生産，あらゆる種類の編物の生産等を
行なっている．
　皮革加工の協同組合は，靴その他の皮靴製品の修理，高品質の手づくり製品の生産等を行なって
いる．
　若干の生産協同組合はガラス製品，輸出用装飾品の生産を行ない，化学生産協同組合は化粧品，
洗剤，プラスチック製品，ラッカー類等を生産している．
　建築関係の協同組合は，地方の住宅需要充足の援助，住宅の修理・維持,･住宅協同組合による建
築や個人住宅，別荘，車庫，小規模農場建物の建築を援助している．
　その他，理髪，美容師業，写真業等の幅広いサービス業が展開されている．また，新種類のサー
ビス開拓，広告事業も行なっており，展示会，ファッション・ショー等の施施として提供されるサ
ービス店を開設している．
　新製品と新しいデザインの開発，技術的改良の促進は生産協同組合中央連合会の後援で独立企業
として設立された開発・デザイン研究所により行なわれており, 200人以上の技術者・専門家が配
置されている.
　1963年,生産協同組合の生産は全国民生産において次の割合をしめている(R-p. 170,邦訳p.121).
　ａ）国民に対するサービス（修理，個人，注文生産，個人的サービス）　　……15％
　b）家具生産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……17％
　ｃ）靴生産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……13％
　d）衣服生産（外出着）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……12％
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また，総計で２万5000種以上の生産をおこなった．生産高は着実に増加しており，年平均増加率
は８％から10^, 1963年の生産額は49億800万クローネに達した. 1959年から1963年の間の事業総
額にしめる生産協同組合のサービス事業額は以下の表のようである(c-p. 170,邦訳p. 121).生
産総額にしめるサービスの比率が年々増加している．
協同組合活動のタイプ 1959 1960 1961 1962 1963
工業生産協同組合
　うち　維持，修理，サービス事業額
　　　　個別注文生産額
建築協同組合
弁工業的協同組合
14.3％
　4.9
　9.4
10.5
55.8
16.9％
6.0
10.9
12.8
62.6
19.7％
　7.4
12.3
16.4
70.6
21.6％
　8.6
13.1
19.3
70.5
23.5％
　9.7
13.8
21.1
72.0
協同組合の生産総額に占めるサービスの
割合 16.0 18.7 21.7 23.8 25.6
　労働生産性向上の主要な手段は技術発展である．協同組合生産の大規模化と近代化は進行して｀お
り，基本資産額も1952年は２億8000万クローネであったが, 1963年には20億8400万クローネヘと増
大している．また，生産協同組合中央連合の後援のもとに長期信用ファンドが設けられ（協同組合
の余裕資金，義務的払込金により蓄積), 1963年には７億2660万クローネに増大した．短期信用は
国立銀行支店により貸付けられる．
　生産協同組合の経済的強化によりメンバーの福利制度の改善が可能になり，たとえば疾病の場
合，無料治療の他に平常の給与の60～90％分の給付，妊娠・出産の場合には以前の賃金の70～90％
に相当する手当を22週間支給，家族手当が扶捉子供の人数に応じて格差がつけられ，支給･されてい
る(R-p. 174,邦訳p. 124).　　　　　　　　　　　　　　　ヽ
　また，見習生の教育・訓練も重要な任務であり, 1963年，見習生数は7600人を数えた．ほとんど
すべての協同組合には技能熟練学校として知られている課程がある．
　このようなチェコスロバキアの生産協同組合運動の将来の責務としては，①都市と農村におい
て住民へのサービスの最大限の拡張，②国有産業の大規模生産を，個別的生産，短期の生産，高
級品の民芸品生産によって補足する．③地方的原料，価値の少ないあるいは国有産業で必要とし
ない廃物の有効利用をおこなう，④労働能力の低下した人々やその他の人々に対して雇用機会を
提供すること，⑤工業化されていない地域での雇用機会をつくり，なんらかの形で移動か制限さ
れている人々（主婦，季節労働者等）を雇用すること，が強調されている．
　手工業生産協同組合の活勁の基本的内容については他の東ヨーロッパ社会主義諸国においても同
様である．
??
　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　注
　以下，引用は末尾の引用文献の番号により，数字はページ数を示す．
　参考のために，最近のツァゴロフ編の「政治経済学教程」第２巻における当該問題め説明をみると，「ロ
シアのブルジョアージは，かれらの敗北の不可避を信じなかった．かれらは，平和的協力についてのソヴェ
ト政権の提案を拒絶し，外国資本の支持をあてにして国内戦争を挑発した．こめような状況のもとでは，国
有化の唯一の方法は没収以外にありえなかった．すなわち，いかなる買いとりなしの収奪以外になかったの
である．
　ソヴェト・ロシアにおける広範な国有化は，すでに1918年なかぱに展開された．階級闘争の激化の状況の
もとでは，資本家の経済的基礎をうばいとり，赤軍にたいする軍需物資の供給を絶対に確保することが必要
であった．こうした事情は，大工業の強行的国有化を避けがたいものにしたし，また中規模工業や小工業に
いたるまでも国有化するのをよぎなくさせた」（「政治経済学教程」第２巻，14ページ，邦訳「社会主義経済
学」上巻, 117ページ）という説明になっている．
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（3）より詳細な変革については，中国工商行政管理局，中国科学院経済研究所，資本主義経済改造研究室著
　「中国資本主義の変革過程」1962年，（邦訳は1971年）の第３章を参照のこと．
??
???
???????
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